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ブランディングテクノロジー株式会社

代表取締役社長 木 村 　 裕 紀

第20期定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申しあげます。

　さて、当社第20期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申

しあげます。

　なお、当日ご出席に代えて、書面によって議決権を行使することができますの

で、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権行使書

用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、2021年６月24日（木曜日）午後６時

までに到着するようご返送くださいますようお願い申しあげます。

敬　具

記

１．日 時 2021年６月25日（金曜日）午前10時
２．場 所 東京都渋谷区道玄坂 二丁目10番７号

新大宗ビル フォーラムエイト　７階　771会議室
（末尾の会場ご案内図をご参照ください。）

３．目 的 事 項
報 告 事 項 １．第20期（2020年４月１日から2021年３月31日まで）

　　事業報告、連結計算書類並びに会計監査人及び監査役会の
連結計算書類監査結果報告の件

２．第20期（2020年４月１日から2021年３月31日まで）
　　計算書類報告の件

決 議 事 項
第１号議案 資本金の額の減少の件
第２号議案 取締役５名選任の件
第３号議案 会計監査人選任の件

４．インターネット開示についてのご案内

　当社は、法令ならびに当社定款第14条の規定に基づき、提供書面のうち次に

掲 げ る 事 項 を イ ン タ ー ネ ッ ト 上 の 当 社 ウ ェ ブ サ イ ト （ U R L ：

https://www.branding-t.co.jp/）に掲載しておりますので、本招集ご通知には

記載しておりません。したがって、本招集ご通知の提供書面は監査報告を作成

するに際し、監査役及び会計監査人が監査した対象の一部であります。

(1)業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況

(2)剰余金の配当等の決定に関する方針

(3)連結計算書類の連結株主資本等変動計算書
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(4)連結計算書類の連結注記表

(5)計算書類の株主資本等変動計算書

(6)計算書類の個別注記表

以　上

　当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出
くださいますようお願い申しあげます。

　なお、株主総会参考書類並びに事業報告、計算書類及び連結計算書類に修正が

生じた場合は、修正後の事項をインターネット上の当社ウェブサイト（URL：

https://www.branding-t.co.jp/）に掲載させていただきます。

　新型コロナウイルス感染拡大が懸念されております。今後の状況変化により
株主総会の運営に大きな変更が生ずる場合、当社ウェブサイト（URL：
https://www.branding-t.co.jp/）においてお知らせいたします。
　また、感染拡大防止のため、事前に書面（郵送）により議決権をご行使いた
だき、当日のご来場を見合わせていただくことも含めご検討くださいますよう
お願い申しあげます。
　株主総会へのご出席を検討されている株主様におかれましては、株主総会開
催日時点での流行状況やご自身の体調をご確認の上、マスク着用などの感染予
防にご配慮いただき、ご来場くださいますようお願いいたします。
　感染防止のため、株主総会にご出席の皆様には、株主総会会場内にてマスク
の着用等をお願いする場合がございます。
　なお、当社運営スタッフはマスク着用で対応させていただく場合があります
ので、あらかじめご了承ください。
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（提供書面）

事　 業　 報　 告

(2020年４月１日から
2021年３月31日まで)

１．企業集団の現況

(1) 当連結会計年度の事業の状況

①　事業の経過及び成果

　当連結会計年度における我が国の経済状況は、引き続き新型コロナウイル

ス感染症の影響により悪化しており厳しい状況にあります。今後の見通し

についても、感染症が世界経済をさらに下振れさせるリスクを十分に注視す

る必要があり、とりわけ中小・地方企業への影響は甚大です。この事態に屈

することなく、当社グループの経営理念である「共存共栄の精神で世の中に

新たな価値と笑顔を創出します」を実践し、中小・地方企業の経営者に対し

て真摯に向き合う事業推進パートナーとして、常に顧客の想いに応える存在

であり続けます。

　当社グループではニューノーマルに対応すべく、営業・マーケティング・

カスタマーサクセスなどの重要な業務のオンライン化を当期までに完了し

ております。その結果、依然として先行き不透明な情勢ではあるものの、こ

のような環境下でも十分に対応できる経営体制を築いて参りました。また

独自の「ブランドファースト（ブランドを企業経営の起点に置く）」の考え

方と、「フロント人材※（顧客の経営からマーケティング、ブランディング

などの各戦略を設計することで経営を最大化させる人材）」の強みを活か

し、中小・地方企業のブランディングやデジタルシフトを強力にサポートし

て参ります。

　当社の主要事業領域である国内インターネット広告市場につきましては、

株式会社電通が公表した「2020年日本の広告費」によれば、新型コロナウイ

ルス感染症の影響により総広告費は６兆1,594億円（前期比88.8％）と落ち

込んだものの、インターネット広告費は社会のデジタルシフトが追い風とな

り７年連続のプラス成長である２兆2,290億円（前期比105.9％）となりまし

た。また、富士キメラ総研の発表によればDX（デジタルトランスフォーメー

ション）への投資額は2021年は１兆5,000億円前後になると予測されており

ます。新型コロナウイルス感染症の影響により、社会全体が急速にデジタル

シフト化している事やデジタル庁の設置などもあいまって、今後も市場規模
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の成長が大きく期待されます。

　なお、当社グループは2020年11月４日に外壁塗装コンシェルジュ事業を譲

渡したことにより、事業譲渡益を計上しております。

　この結果、当連結会計年度の売上高は4,420,196千円（前期比14.4％減）、

営業損失は114,481千円（前期は営業利益63,933千円）、経常損失は116,176

千円（前期は経常利益57,572千円）、親会社株主に帰属する当期純損失は

42,104千円（前期は親会社株主に帰属する当期純利益42,257千円）となりま

した。

　セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。

① ブランド事業

　当該事業におきましては「ブランドファースト」の考えのもと、中小・

地方企業が抱える収益拡大課題、人材採用および育成課題等に対して、顧

客の「ブランド（＝らしさ）」を明確にし、顧客の競合差別化および顧客

とのコミュニケーションデザインに基づき、オウンドメディア構築運用お

よび経営サポート、コンテンツマーケティング、歯科経営コンサルティン

グ等を提供しております。

　また「製造業」「建築業」「不動産業」「歯科医療分野」を重点的な業

界と捉え、業界特化のノウハウを蓄積し、研究結果に基づいたコンテンツ

制作やオンラインセミナーの開催、中小・地方企業が成長するために必要

な情報をまとめたレポートのリリース等を行い、新規顧客の獲得に注力し

て参りました。

　なお、当社は、業務の一部をグループ会社である株式会社ファングリー

および株式会社アザナ、VieTry CO.,LTD.に委託することで、適切な分業

による効率的な制作体制を整えております。

　この結果、当連結会計年度における売上高は1,292,697千円（前期比

12.1％減）、セグメント利益は260,378千円（前期比9.0％減）となりまし

た。

② デジタルマーケティング事業

　当該事業におきましては、中堅・中小・地方企業向けにデジタル領域に

おける総合マーケティング支援を展開しております。多額の予算が確保

できないために大手ネット系広告代理店に依頼ができない企業や、専門特

化したマーケティング責任者がおらずノウハウがない企業に対して、当社

－ 4 －

当事業年度の事業の状況



フロント人材がマーケティング戦略を設計し、現状分析、戦略立案・実

行、効果測定までワンストップで提供できることを強みとしております。

　プロモーション戦略を立案し、各種インターネット広告を活用すること

によって、サイトのアクセス数を増加させるとともに、サイトのレポーテ

ィングを通じて課題の明確化および改善を行うことで、中堅・中小・地方

企業の収益機会の拡大に貢献して参りました。

　当連結会計年度におきましては、新型コロナウイルス感染症の影響によ

る生活者のインターネット利用時間の増加に伴う、動画視聴ニーズの増

加、SNS利用の増加等を背景に中小企業の動画活用支援、SNS活用支援コン

サル等に注力して参りました。

　当連結会計年度におきましては、主要顧客である中小・地方企業は緊急

事態宣言の発令により経済活動が制限され、オウンドメディア等に対する

投資が抑制される傾向にあります。これに起因し、受注活動、納品活動が

影響を受けました。

　一方で、緊急事態宣言による経済活動の制限により、取引先各社の広告

分野における企業の支出抑制、予算見直しが生じたことで、売上高、セグ

メント利益共に大きな影響を受けました。

　この結果、当連結会計年度における売上高は3,022,998千円（前期比

15.0％減）、セグメント利益は110,791千円（前期比54.7％減）となりま

した。

※フロント人材…　顧客の目的や課題・予算等に合わせ、経営戦略、事業

戦略、ブランド戦略、マーケティング戦略などの企画立

案を行い、必要となるスペシャリスト人材（ライター、

デザイナー、エンジニア、アナリスト等）を組み合わ

せ、独自のプロジェクトチームを立ち上げた上で、全体

のプロジェクトマネジメントを行い、顧客の求めるビジ

ネス成果の達成に寄与できる人材であります。

③ オフショア関連事業

　当該事業においては、株式会社アザナおよびVieTry CO.,LTD.と連携し、

Webサイトの制作および運用、ネット広告の運用などを行っております。

また、アザナにおいては地域振興事業として、沖縄エリアの地域ブランデ

ィングやSDGsに関連した取り組みなどを行っております。
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　また、ブランディングテクノロジーのオフショア・ニアショアの役割も

果たしており、ブランド事業およびデジタルマーケティング事業の顧客が

求めるサービスを、安価かつ効率的に提供しております。また、ブランデ

ィングテクノロジーのオフショア・ニアショアの役割も果たしており、ブ

ランド事業およびデジタルマーケティング事業の顧客が求めるサービス

を、安価かつ効率的に提供しております。

　当該事業で培ったノウハウを活かし、沖縄県およびベトナムでサービス

を提供することで、アジア圏に事業所を持つ日系企業や現地企業に対し

て、オウンドメディアの構築および保守運用、デジタル領域における総合

マーケティング支援を展開しております。

　当連結会計年度におきましては、グループ会社アザナのオウンドメディ

ア構築を中心に販売してまいりましたが、新型コロナウイルス感染症の影

響により、新規案件の獲得機会の減少や既存顧客の投資抑制などの影響を

受けております。

　この結果、当連結会計年度における売上高は104,500千円（前期比21.5％

減）、セグメント利益は9,726千円（前期比25.0％減）となりました。

事業別売上高

事 業 区 分

第 19 期
（2020年３月期）
（前連結会計年度）

第 20 期
（2021年３月期）
（当連結会計年度）

前連結会計年度比

金 額 構 成 比 金 額 構 成 比 金 額 増 減 率

ブ ラ ン ド 事 業 1,470,312千円 28.5％ 1,292,697千円 29.2％ △177,615千円 △12.1％

デジタルマーケティ
ン グ 事 業

3,557,594 68.9 3,022,998 68.4 △534,595 △15.0

オフショア関連事業 133,194 2.6 104,500 2.4 △28,693 △21.5

合 計 5,161,101 100.0 4,420,196 100.0 △740,904 △14.4
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②　設備投資の状況

　当連結会計年度における当社グループの設備投資の総額は9,062千円と

なりました。その主な内容としては、緊急事態宣言下での生産性向上のた

めの本社会議室の拡張・増設、営業管理システムの改修等によるものであ

ります。

③　資金調達の状況

　当連結会計年度において、当社の運転資金として、金融機関より長期借

入金として600,000千円の調達を行いました。

④　事業の譲渡、吸収分割又は新設分割の状況

　当社は、2020年10月１日を効力発生日として、当社のブランド事業の一

部であるコンテンツマーケティング事業を新設する株式会社ファングリ

ーに承継させる会社分割（簡易新設分割）を行いました。

　また、2020年11月４日を効力発生日として、当社はブランド事業の一部

である外壁塗装コンシェルジュ事業を株式会社じげんに譲渡しました。

⑤　他の会社の事業の譲受けの状況

　該当事項はありません。

⑥　吸収合併又は吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承

継の状況

　該当事項はありません。

⑦　他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況

　2020年９月２日付で、株式会社ソーシャルスタジオの株式を取得し、持

分法適用の範囲に含めております。

　2020年９月30日付でGazelleCapital１号有限責任事業組合の組合持分

を取得しております。

　2020年10月１日付で、株式会社ファングリーの株式を取得し、連結子会

社としております。

－ 7 －

当事業年度の事業の状況



(2) 直前３事業年度の財産及び損益の状況

①企業集団の財産及び損益の状況

区 分
第 17 期

(2018年３月期)
第 18 期

(2019年３月期)
第 19 期

(2020年３月期)

第 20 期
(当連結会計年度)
(2021年３月期)

売 上 高(千円) 4,667,033 4,992,486 5,161,101 4,420,196

経常利益又は
経常損失（△）

(千円) 113,745 152,035 57,572 △116,176

親会社株主に帰属
する当期純利益又
は親会社株主に帰
属する当期純損失
(△）

(千円) 76,926 95,540 42,257 △42,104

１株当たり当期純利益
又は１株当たり当期純
損失(△）

(円) 53.31 64.41 26.70 △26.42

総 資 産(千円) 1,673,273 1,639,702 1,845,593 2,323,954

純 資 産(千円) 774,394 870,176 1,106,484 1,052,815

１株当たり純資産 (円) 522.11 586.69 689.74 659.91

（注）当社グループは、2018年２月28日開催の臨時株主総会において、2018年３月２日付

で種類株式を発行する旨の定款の定めを廃止しております。

②当社の財産及び損益の状況

区 分
第 17 期

(2018年３月期)
第 18 期

(2019年３月期)
第 19 期

(2020年３月期)

第 20 期
(当事業年度)

(2021年３月期)

売 上 高(千円) 4,536,949 4,857,440 5,031,568 4,257,239

経常利益又は
経常損失（△）

(千円) 93,914 139,441 44,187 △137,267

当期純利益又は当
期純損失（△）

(千円) 59,658 86,050 34,474 △51,996

１株当たり当期純利益
又は１株当たり当期純
損失（△）

(円) 41.34 58.02 21.79 △32.62

総 資 産(千円) 1,620,350 1,567,704 1,770,603 2,204,996

純 資 産(千円) 762,100 848,102 1,076,743 1,009,640

１株当たり純資産 (円) 513.82 571.81 671.20 634.77

（注）当社は、2018年２月28日開催の臨時株主総会において、2018年３月２日付で種類株

式を発行する旨の定款の定めを廃止しております。
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(3) 重要な親会社及び子会社の状況

①　親会社の状況

　該当事項はありません。

②　重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金 当社の議決権比率 主 要 な 事 業 内 容

株 式 会 社 ア ザ ナ 5,000千円 　　　92％
インターネット広告運用事業・
ウェブサイト制作、コンサルテ
ィング事業

 

株式会社ファングリー
（注）１,

20,000千円 　　　100
ウェブサイト制作、コンサルテ
ィング事業

Vi e T r y  C O . , L T D . U S D 1 3 0 , 0 0 0 　　　100
ウェブサイト制作、コンサルテ
ィング事業

（注）１．　当連結会計年度より、新たに株式会社ファングリーは設立したため、連結の

範囲に含めております。

２．　前連結会計年度において連結子会社でありましたBranding Technology 

Asia PTE.LTD.は清算したため、連結の範囲から除外しております。
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(4) 対処すべき課題

　中小企業白書2021年版によると、日本の中小企業の数は約358万社となって

おり、日本の企業の99.7％が中小企業であります。当社グループでは、中小

企業市場に対してマーケティングソリューションを通じて顧客企業の成長を

支援しております。当社グループのサービスにより中小企業が発展すること

で、新たな雇用が創出され、海外需要を取り込み、所得水準が引き上げられ、

内需が活性化し、日本の経済を活発にしていきたいと考えております。当該

目的の達成のために、以下の課題があることを認識しております。

①　市場変化への対応

　インターネット関連市場は、今後も技術革新や新たなサービスモデル

により、既存サービスの陳腐化、代替サービス、類似サービスの登場に

より競争の激化が起こると考えております。これらの変化に対応するた

めに、市場動向を把握し、顧客企業にとって最適なソリューションを提

供し続けられるよう努めております。今後も市場のニーズを先取りした

商品・サービスを開発し、市場の変化に対応していくため、優秀な人材

の確保、迅速な意思決定のできる経営体制の構築を図っていく方針であ

ります。

②　収益基盤の継続的強化

　当社グループは、中堅・中小企業を対象にマーケティングソリューシ

ョンを提供し、営業展開を行っており、全体で3,000社を超える顧客基盤

を築いております。当社グループが継続的に安定した成長をするために

は、顧客に対するサポート体制を強化し、顧客の声を収集する等により、

顧客との信頼関係を強化し、より付加価値の高いサービスを必要な時に

提供していくことで強固な顧客基盤の構築を図っていく方針であります。

③　優秀な人材確保と育成

　当社グループは、継続的に事業拡大を行うために、優秀な人材を十分

に確保することが課題と考えております。今後は、営業、制作、管理等

の幅広い分野で、高い専門性を有した管理職を育成することで、当社グ

ループが市場の変化に耐えうる組織基盤を構築する考えであります。そ

のため、新卒採用の強化と市場経験者の中途採用を継続的に行うと同時

に、社内外の研修など教育制度を整備し、同時に人事評価制度の改善や、

イノベーションを奨励する労働環境を作ることで従業員のモチベーショ

ンを高め、優秀な人材の確保と定着を促進していく方針であります。
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④　内部管理体制の強化

　当社グループでは、今後継続的に事業が拡大していく中で、効率的な

経営を行うために、内部管理体制についてより一層の強化が求められて

いくものと認識しております。これに対応するため、当社グループでは、

各分野に専門性を有した人員を配置し、社内管理体制の強化を図ってお

り、今後においても引き続き充実させていく方針であります。

(5) 主要な事業内容（2021年３月31日現在）

事 業 区 分 事 業 内 容

ブ ラ ン ド 事 業

・オウンドメディア構築、運用
・経営サポートサービス
・コンテンツマーケティング支援
・自社メディア運用
・歯科医院経営サービス
・その他コンサルティング

デジタルマーケティ
ン グ 事 業

・インターネット広告運用
・デジタルマーケティングツール支援
・定期訪問コンサルティング
・SEOコンサルティング

オフショア関連事業
・オウンドメディア構築
・インターネット広告運用

(6) 主要な営業所（2021年３月31日現在）

①　当社

本 社 東京都渋谷区

名 古 屋 営 業 所 愛知県名古屋市中区

大 阪 営 業 所 大阪府大阪市淀川区

広 島 営 業 所 広島県広島市中区

福 岡 営 業 所 福岡県福岡市博多区

②　子会社

株 式 会 社 ア ザ ナ 沖縄県豊見城市

株式会社ファングリー 東京都渋谷区

VieTry CO.,LTD. ベトナムホーチミン市
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(7) 使用人の状況（2021年３月31日現在）

①　企業集団の使用人の状況

事 業 区 分 使 用 人 数 前連結会計年度末比増減

ブ ラ ン ド 事 業 97（28）名 2名減   （4名減）

デジタルマーケティング事業 34 （2） 12名減（増減なし）

オ フ シ ョ ア 関 連 事 業 65 （3） 9名減   （1名増）

全 社 （ 共 通 ） 30 （4） 3名減   （2名増）

合 計 226（37） 26名減   （1名減）

（注）　　使用人数は就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除き、グルー

プ外から当社グループへの出向者を含む。）であり、パート及び嘱託社員は（　）

内に年間の平均人員を外数で記載しております。

②　当社の使用人の状況

使 用 人 数
前事業年度末
比 増 減

平 均 年 齢 平均勤続年数 平 均 年 収

139（28）名 42名減（8名減） 32.5歳 5.57年 4,601千円

（注）１.　使用人数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向

者を含む。）であり、パート及び嘱託社員は（　）内に年間の平均人員を外数で

記載しております。

　　　２.　第20期の使用人数が大幅に変動した要因は、2020年10月1日付で新設分割によ

り株式会社ファングリーを設立したこと等によるものであります

(8) 主要な借入先の状況（2021年３月31日現在）

借入先 借 入 金 残 高 （ 千 円 ）

株式会社　りそな銀行 163,337

株式会社　三菱UFJ銀行 166,670

株式会社　三井住友銀行 84,997

株式会社　福邦銀行 75,007

(9) その他企業集団の現況に関する重要な事項

　該当事項はありません。

－ 12 －

使用人の状況、主要な借入先の状況、その他企業集団の現況に関する重要な事項



２．会社の現況

(1) 株式の状況（2021年３月31日現在）

①　発行可能株式総数 5,900,000株

②　発行済株式の総数 1,616,200株

③　株主数 1,260名

④　大株主

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

株 式 会 社 ア ズ ー ロ 583,000  株 36.7％

木 村 裕 紀 347,900 21.9

ａ ｕ カ ブ コ ム 証 券 株 式 会 社 33,400 2.1

ブランディングテクノロジー従業員
持 株 会

27,900 1.8

Ｊ ． Ｐ ． 　 Ｍ Ｏ Ｒ Ｇ Ａ Ｎ
ＳＥＣＵＲＩＴＩＥＳ　ＰＬＣ

24,100 1.5

鈴 木 良 直 20,000 1.3

株 式 会 社 ス カ ラ 18,100 1.1

川 名 貴 行 15,400 1.0

小　　　　川　　　　　　　　　悟 14,400 0.9

伊 藤 伸 明 13,000 0.8

（注）　持株比率は、自己株式（25,745株）を控除して計算しております。
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(2) 新株予約権等の状況

①　当事業年度の末日において当社役員が保有している職務執行の対価とし

て交付された新株予約権の状況

第４回新株予約権 第５回新株予約権

新 株 予 約 権 の 数 30個 70個

新株予約権の目的となる
株 式 の 種 類 と 数

当社普通株式 6,000株
(新株予約権１個につき200株)

当社普通株式 7,000株
(新株予約権１個につき100株)

新株予約権の払込金額
新株予約権と引換えに払込

は要しない
新株予約権１個当たり233円

新株予約権の行使に際して
出資される財産の価額

新株予約権１個当たり
94,200円

(１株当たり　471円)

新株予約権１個当たり
212,700円

(１株当たり　2,127円)

権 利 行 使 期 間
2019年２月16日から
2027年２月15日まで

2022年７月１日から
2024年６月30日まで

行 使 の 条 件 （注）１ （注）２

役 員 の
保有状況

取 締 役
（社外取締役を除く）

新株予約権の数 30個
目的となる株式数 6,000株
保有者数 2名

新株予約権の数 70個
目的となる株式数 7,000株
保有者数 3名

（注）１．新株予約権の行使の条件は以下のとおりであります。

①　新株予約権は、権利行使時においても、当社または当社の子会社の取締役、

監査役もしくは従業員の地位にあることを要するものとします。ただし、当社

または当社の子会社の取締役、もしくは監査役を任期満了により退任した場

合、定年退職その他正当な理由のある場合にはこの限りではない。

②　新株予約権者が死亡した場合は、その相続人が本新株予約権を行使できるも

のとします。

③　その他の条件については、取締役会決議に基づき、別途当社と新株予約権者

との間で締結する「新株予約権割当契約」に定めるところによります。

　　　２．新株予約権の行使の条件は以下のとおりであります。

①　新株予約権者は、2021年３月期および2022年３月期の各事業年度における、

監査済みの当社連結損益計算書の経常利益金額に非支配株主に帰属する当期純

損益を加減した額の合計額が600百万円を超過した場合に限り、各新株予約権者

に割り当てられた新株予約権を行使することができる。

②　新株予約権者は、本新株予約権の権利行使時においても、当社または当社関

係会社（財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則において規定され

る関係会社をいう。）の取締役、監査役、使用人または外部協力者であること

を要する。但し、当社取締役会が正当な理由があると判断した場合には、この

限りではない。
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③　新株予約権者の相続人による本新株予約権の行使は認めない。

④　本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時点における授

権株式数を超過することとなるときは、当該本新株予約権の行使を行うことは

できない。

②　当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予約

権の状況

　　　該当事項はありません。
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(3) 会社役員の状況

①　取締役及び監査役の状況（2021年３月31日現在）

会社における地位 氏 名 担当 重 要 な 兼 職 の 状 況

代表取締役社長 木 村 裕 紀 C E O

株式会社アザナ　代表取締役会長
VieTry CO.,LTD.　Chairman
株式会社アズーロ　代表取締役
一般社団法人ブランドプランナー協
会　理事
株式会社ソーシャルスタジオ　取締
役

常 務 取 締 役 野 口 章 C O O ブランドファースト事業本部長

取 締 役 松 岡 雄 司

株式会社ソーシャルスタジオ　取締
役
株式会社ファングリー　代表取締役
社長

取 締 役 小 川 悟 VieTry CO.,LTD.　General Director

社 外 取 締 役 進 護
株式会社シンクロカンパニー　取締
役
株式会社WIND-SMILE　取締役

常 勤 監 査 役 野 村 武 史 VieTry CO.,LTD.　Auditor

社 外 監 査 役 中 澤 隆
晄和監査法人　代表社員
株式会社風力エネルギー研究所　監
査役

社 外 監 査 役 山 嵜 一 夫

合同会社よろずや彦蔵　代表社員
株式会社マイナビ　監査役
日本ビジネスシステムズ株式会社　
監査役

（注）１．取締役進護氏は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。

２．監査役中澤隆氏及び山嵜一夫氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役で

あります。

３．常勤監査役野村武史氏は、過去に当社の法務部門において業務に携わっており、

法務に関する相当程度の知見を有しております。

４．監査役中澤隆氏は、公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関する相

当程度の知見を有するものであります。

５．2020年６月26日開催の株主総会で松岡雄司を、取締役に選任することを決議頂

いております。

６．取締役進護氏、監査役中澤隆氏、山嵜一夫氏につきましては、東京証券取引所

に対し、独立役員として届け出ております。

②　責任限定契約の内容の概要

当社の定款規定に基づき、監査役である野村武史氏、中澤隆氏、山嵜一夫氏との間

で締結した責任限定契約の内容の概要は以下のとおりであります。
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・社外監査役が任務を怠ったことによって当社に損害賠償責任を負う場合は、会社

法第425条第１項に定める最低責任限度額を限度として、その責任を負う。

・上記の責任限定が認められるのは、当該社外監査役がその責任の原因となった職

務の遂行について善意でかつ重大な過失がないときに限るものとする。

また、非業務執行取締役である進護氏との間で締結した責任限定契約の内容の概要

は以下のとおりであります。

・非業務執行取締役が任務を怠ったことによって当社に損害賠償責任を負う場合は、

会社法第425条第１項に定める最低責任限度額を限度として、その責任を負う。

・上記の責任限定が認められるのは、当該非業務執行取締役がその責任の原因とな

った職務の遂行について善意でかつ重大な過失がないときに限るものとする。

③　取締役及び監査役の報酬等

イ．当事業年度に係る報酬等の総額

区 分 員 数 報 酬 等 の 額

取 締 役
（う　ち　社　外　取　締　役）

5名
（1）

52,950　千円
（1,800）

監 査 役
（う　ち　社　外　監　査　役）

3
（2）

11,400
（3,000）

合 計
（う　ち　社　外　役　員）

8
（3）

64,350
（4,800）

（注）取締役の報酬等の額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。

ロ．取締役および監査役の報酬等についての株主総会の決議に関する事項

・取締役の報酬限度額は、2019年６月27日開催の定時株主総会において、年額

100,000千円以内と決議いただいております。当該株主総会終結時点の取締役

の員数は、４名（うち、社外取締役は１名）です。

・監査役の報酬限度額は、2019年６月27日開催の定時株主総会において、年額

20,000千円以内と決議いただいております。当該株主総会終結時点の監査役の

員数は、３名（うち、社外監査役は２名）です。

ハ.　取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針に関する事項

　取締役および監査役の報酬については、株主総会で決議された取締役全員およ

び監査役全員のそれぞれの報酬総額の最高限度額の範囲内において、各取締役の

報酬額は、取締役会が決定し、各監査役の報酬額は、監査役の協議により決定し

ております。
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ニ.　取締役の個人別の報酬等の決定に係る委任に関する事項

　取締役会は、代表取締役社長 木村裕紀に対し、各取締役の報酬額の決定を委任

しております。委任した理由は、各取締役の業務分掌の内容及び業績への貢献度

等を総合的に勘案しつつ評価を行うには、代表取締役社長が適していると判断し

たためであります。

④　社外役員に関する事項

イ．他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

・取締役進護氏は、株式会社WIND-SMILE及び株式会社シンクロカンパニーの取締

役であります。当社と兼職先との間に特別の関係はありません。

・監査役中澤隆氏は、晄和監査法人 代表社員、株式会社風力エネルギー研究所 

監査役であります。当社と兼職先との間に特別の関係はありません。

・監査役山嵜一夫氏は、合同会社よろずや彦蔵 代表社員、株式会社マイナビ 監

査役及び日本ビジネスシステムズ株式会社 監査役であります。当社と兼職先

との間に特別の関係はありません。

ロ．当事業年度における主な活動状況

出 席 状 況 、 発 言 状 況 及 び
期待される役割に関して行った職務の概要

社外取締役 進 護

　当事業年度に開催された取締役会21回の全てに出

席いたしました。出席した取締役会において、会社

経営者としての豊富な経験と幅広い見識に基づき、

経営全般の観点から適宜発言を行っております。

社外監査役 中 澤 隆

　当事業年度に開催された取締役会21回の全てに、

監査役会13回のすべてに出席いたしました。出席し

た取締役会及び監査役会において、主に財務・会計

等に関し、公認会計士としての専門的見地から適宜

発言を行っております。

社外監査役 山 嵜 一 夫

　当事業年度に開催された取締役会21回の全てに、

監査役会13回のすべてに出席いたしました。出席し

た取締役会及び監査役会において、主に疑問点等を

明らかにするために適宜発言を行っております。
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(4) 会計監査人の状況

①　名称　　有限責任 あずさ監査法人

②　報酬等の額

報 酬 等 の 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額       23,000千円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の
利益の合計額

23,000

（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品

取引法に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区

分できませんので、当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合

計額を記載しております。

２．監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬

見積りの算出根拠などが適切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえ

で、会計監査人の報酬等の額について同意の判断をいたしました。

③　非監査業務の内容

　該当事項はありません。

④　会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

　監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判

断した場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内

容を決定いたします。

　また、監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当す

ると認められる場合は、監査役全員の同意に基づき会計監査人を解任いたします。

この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集される株主総会におき

まして、会計監査人を解任した旨と解任の理由を報告いたします。

３．会社の支配に関する基本方針

　当社では、会社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針

については、特に定めておりません。
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連 結 貸 借 対 照 表

（2021年３月31日現在）
（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（資 産 の 部）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受取手形及び売掛金

仕 掛 品

前 払 費 用

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

そ の 他

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ ェ ア

そ の 他

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

差 入 保 証 金

敷 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

2,096,403

1,529,072

446,652

20,194

85,822

18,392

△3,731

227,551

51,760

22,826

28,933

14,955

13,955

1,000

160,835

2,434

70,017

39,069

26,455

33,094

△10,235

（負 債 の 部）

流 動 負 債 809,700

買 掛 金 299,803

未 払 金 71,574

未 払 費 用 69,145

1年内返済予定の
長 期 借 入 金

133,333

未 払 法 人 税 等 8,593

未 払 消 費 税 等 21,916

前 受 金 134,499

賞 与 引 当 金 47,017

そ の 他 23,816

固 定 負 債 461,438

長 期 借 入 金 356,677

長期預り保証金 101,500

そ の 他 3,261

負 債 合 計 1,271,139

（純資産の部）

株 主 資 本 1,039,324

資 本 金 157,769

資 本 剰 余 金 154,430

利 益 剰 余 金 760,624

自 己 株 式 △26,703

その他の包括利益累計額 3,435

その他有価証券評価差額金 588

為替換算調整勘定 2,847

新 株 予 約 権 74

非支配株主持分 3,183

純 資 産 合 計 1,052,815

資 産 合 計 2,323,954 負 債 純 資 産 合 計 2,323,954

（注）　金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 損 益 計 算 書

(2020年４月１日から
2021年３月31日まで)

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 4,420,196

売 上 原 価 3,428,358

売 上 総 利 益 991,838

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,106,319

営　　業　　損　　失　　（△） △114,481

営 業 外 収 益

受 取 利 息 58

受 取 配 当 金 5

為 替 差 益 955

受 取 補 償 金 1,196

助 成 金 収 入 2,191

そ の 他 1,263 5,670

営 業 外 費 用

支 払 利 息 2,993

持 分 法 に よ る 投 資 損 失 3,119

出 資 金 評 価 損 748

そ の 他 504 7,365

経　　常　　損　　失　　（△） △116,176

特 別 利 益

事 業 譲 渡 益 92,145 92,145

特 別 損 失

減 損 損 失 4,570

固 定 資 産 除 却 損 3,067 7,637

税 金 等 調 整 前 当 期 純 損 失 （ △ ） △31,668

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 12,204

法 人 税 等 調 整 額 △2,467 9,736

当　　期　　純　　損　　失　　 （△） △41,405

非支配株主に帰属する当期純利益 698

親会社株主に帰属する当期純損失（△） △42,104

（注）　金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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貸　借　対　照　表

（2021年３月31日現在）
（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（資 産 の 部）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

売 掛 金

仕 掛 品

貯 蔵 品

前 払 費 用

一年内回収予定関係会社
長 期 貸 付 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

工 具 器 具 備 品

車 両 運 搬 具

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ エ ア

そ の 他

投資その他の資産

出 資 金

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

関 係 会 社 長 期 貸 付 金

破 産 更 生 債 権 等

差 入 保 証 金

敷 金

長 期 前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

貸 倒 引 当 金

1,944,026

1,419,177

419,743

19,135

1,038

72,079

996

15,604

△3,748

260,970

37,407

10,869

26,538

0

14,955

13,955

1,000

208,607

19,251

1,402

58,676

597

3,825

70,000

35,005

1,428

22,246

△3,825

（負 債 の 部）

流 動 負 債 737,178

買 掛 金 295,725

未 払 金 69,092

一 年 内 返 済 予 定 長 期 借 入 金 133,333

未 払 費 用 53,753

前 受 金 118,369

預 り 金 12,499

未 払 法 人 税 等 471

賞 与 引 当 金 35,938

そ の 他 17,994

固 定 負 債 458,177

長 期 借 入 金 356,677

長期預り保証金 101,500

負 債 合 計 1,195,356

（ 純 資 産 の 部 ）

株 主 資 本 1,008,977

資 本 金 157,769

資 本 剰 余 金 154,770

資 本 準 備 金 92,269

その他資本剰余金 62,500

利 益 剰 余 金 723,140

その他利益剰余金 723,140

繰越利益剰余金 723,140

自 己 株 式 △26,703

評価・換算差額等 588

その他有価証券評価差額金 588

新 株 予 約 権 74

純 資 産 合 計 1,009,640

資 産 合 計 2,204,996 負 債 純 資 産 合 計 2,204,996

（注）　金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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損　益　計　算　書

(2020年４月１日から
2021年３月31日まで)

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 4,257,239

売 上 原 価 3,356,761

売 上 総 利 益 900,477

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,037,986

営　　業　　損　　失　　（△） △137,508

営 業 外 収 益

受 取 利 息 229

受 取 配 当 金 5

受 取 補 償 金 1,196

為 替 差 益 632

還 付 加 算 金 452

助 成 金 収 入 1,250

そ の 他 721 4,487

営 業 外 費 用

支 払 利 息 2,993

出 資 金 評 価 損 748

そ の 他 504 4,246

経　　常　　損　　失　　（△） △137,267

特 別 利 益

事 業 譲 渡 益 92,145

関 係 会 社 株 式 売 却 益 1,664

関 係 会 社 清 算 益 4,065 97,876

特 別 損 失

減 損 損 失 4,570

関 係 会 社 株 式 評 価 損 3,119

固 定 資 産 除 却 損 3,067 10,757

税  引  前  当  期  純  損  失  （△） △50,147

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 2,175

法 人 税 等 調 整 額 △327 1,848

当　　期　　純　　損　　失　　　（△） △51,996

（注）　金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書

2021年５月25日

ブランディングテクノロジー株式会社

監査役会　御中

有限責任 あずさ監査法人
東京事務所

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 井 上  倫 哉 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 伏 木  貞 彦 

監査意見
　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、ブランディングテクノロジー
株式会社の2020年４月１日から2021年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、す
なわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表
について監査を行った。
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる
企業会計の基準に準拠して、ブランディングテクノロジー株式会社及び連結子会社から
なる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点
において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監
査を行った。監査の基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における
監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規
定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫
理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査
証拠を入手したと判断している。

連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠
して連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による
重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判
断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類
を作成することが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認め
られる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合に
は当該事項を開示する責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職
務の執行を監視することにある。
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連結計算書類の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不
正又は誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報
告書において独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。虚偽
表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算
書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると
判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の
過程を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施
する。

・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表
示リスクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人
の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのもので
はないが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立
案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われ
た会計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、
また、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような
事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業
の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書
類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注
記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが
求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいて
いるが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性が
ある。

・連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企
業会計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算
書類の表示、構成及び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正
に表示しているかどうかを評価する。

・連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関す
る十分かつ適切な監査証拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指
示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負
う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査
の実施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査
の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理
に関する規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えら
れる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はそ
の内容について報告を行う。

利害関係
　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定
により記載すべき利害関係はない。

以　上
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計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書

2021年５月25日

ブランディングテクノロジー株式会社

監査役会　御中

有限責任 あずさ監査法人
東京事務所

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 井 上  倫 哉 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 伏 木  貞 彦 

監査意見

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、ブランディングテクノ

ロジー株式会社の2020年４月１日から2021年３月31日までの第20期事業年度の計算書

類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びに

その附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。

　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企

業会計の基準に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての

重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監

査を行った。監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監

査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定

に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果た

している。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと

判断している。

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して計算書類等を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重

要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断し

た内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作

成することが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められ

る企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当

該事項を開示する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職

務の執行を監視することにある。
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計算書類等の監査における監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正

又は誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告

書において独立の立場から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示

は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の

利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断さ

れる。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の

過程を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施

する。

・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表

示リスクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人

の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものでは

ないが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案

するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われ

た会計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、ま

た、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事

象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の

前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の

注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項

が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められ

ている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、

将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業

会計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等

の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示

しているかどうかを評価する。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査

の実施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査

の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理

に関する規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えら

れる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はそ

の内容について報告を行う。

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべ

き利害関係はない。

以　上
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監査役会の監査報告

監　査　報　告　書

　当監査役会は、2020年４月１日から2021年３月31日までの第20期事業年度の取締役

の職務の執行に関して、各監査役の監査報告に基づき、審議の上、本監査報告書を作

成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

(1)　監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役からの監査の実施状

況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務

の施行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

(2)　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務

の分担等に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、

情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施

しました。

①　　取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の

執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等

を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産状況を調査いたしま

した。また、子会社については、子会社の取締役と意思疎通及び情報の交換

を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

②　　事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合す

ることを確保するための体制、その他株式会社及びその子会社から成る企業

集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100

条第1項及び第3項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当

該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締役

及び使用人等からその構築運用の状況について定期的に報告を受け、必要に

応じて説明を求め、意見を表明いたしました。

③　　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを

監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報

告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の

遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条

各号にあげる事項）を「監査に関する品質管理基準」（2005年10月28日企業

会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を

求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書

類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附

属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等

変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。
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２．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

(1)　事業報告等の監査結果

①　　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正し

く示しているものと認めます。

②　　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する

重大な事実は認められません。

③　　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。

また、内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執

行についても指摘すべき事項は認められません。

(2)　計算書類及びその附属明細書の監査結果

　会計監査人有限責任あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めま

す。

(3)　連結計算書類の監査結果

　会計監査人有限責任あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めま

す。

2021年５月26日

ブランディングテクノロジー株式会社
監 査 役 会

常 勤 監 査 役 野 村 武 史 

社 外 監 査 役 中 澤 隆 

社 外 監 査 役 山 嵜 一 夫 

以　上
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株主総会参考書類

第１号議案　資本金の額の減少の件

　今回の資本金の額の減少は、今後の資本政策の柔軟性及び機動性を確保するこ

とを目的とし、会社法第447条第１項の規定に基づき、資本金の額を減少し、減

少する資本金の額の全額をその他資本剰余金に振り替えるものであります。

（減資の内容）

（１）減少する資本金の額

　2021年３月31日現在の資本金の額157,769,720円のうち107,769,720円を減

少して、50,000,000円といたします。

（２）資本金の額の減少の方法

　発行済株式総数の変更は行わず、減少する資本金の額の全額をその他資本

剰余金へ振り替えます。

（３）資本金の額の減少が効力を生ずる日

　2021年７月28日（予定）
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第２号議案　取締役５名選任の件

　取締役全員（５名）は、本総会終結の時をもって任期満了となります。つきま

しては、取締役５名の選任をお願いするものであります。

　取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番　号

ふ り が な

氏　　　　　名
（生 年 月 日）

略歴、当社における地位及び担当
（重 要 な 兼 職 の 状 況）

所 有 す る
当社の株式数

１

き む ら ゆ う き

木 村 裕 紀
(1977年12月12日)

1999年３月　株式会社テレウェイヴ（現　株

式会社アイフラッグ）入社

2005年５月　当社　入社

2006年２月　当社　取締役営業本部長

2007年３月　当社　常務取締役

2009年４月　当社　代表取締役社長（現任）
 

2012年３月　FREESALE VIETNAM CO.,LTD. 

（現　VieTry CO.,LTD.）

Chairman（現任）

2013年３月　Branding Technology Asia 

PTE.LTD. Director

2013年４月　株式会社アザナ　取締役

2013年12月　株式会社アズーロ　代表取締役

（現任）

2015年５月　一般社団法人ブランド・プラン

ナー協会　代表理事

2017年４月　株式会社アザナ　代表取締役会

長（現任）

2018年２月　一般社団法人ブランド・プラン

ナー協会　理事（現任）

2020年９月　株式会社ソーシャルスタジオ　

取締役（現任）

（重要な兼職の状況）

株式会社アザナ　代表取締役会長

VieTry CO.,LTD.　Chairman

一般社団法人ブランドプランナー協会　理事

株式会社アズーロ　代表取締役

株式会社ソーシャルスタジオ　取締役

930,900株
（注）7.
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候補者
番　号

ふ り が な

氏　　　　　名
（生 年 月 日）

略歴、当社における地位及び担当
（重 要 な 兼 職 の 状 況）

所 有 す る
当社の株式数

２

の ぐ ち あ き ら

野 口 章
(1981年５月18日)

2000年４月　株式会社ユニコ　入社

2007年12月　当社　入社

2016年10月　当社　福岡営業部長

2017年４月　当社　福岡広島営業本部長

2018年４月　当社　取締役エリア統括本部長

2019年６月　当社　常務取締役（現任）

2020年４月　当社　ブランドファースト事業

　　本部長（現任）

-株

３

お が わ さ と る

小 川 悟
(1977年４月12日)

 

2000年１月　株式会社テレウェイヴ（現　株

式会社アイフラッグ）　入社

2002年７月　当社　入社

2006年４月　当社　CS部長

2009年４月　当社　CS本部長

2010年６月　当社　取締役（現任）
 

2012年３月　FREESALE VIETNAM CO.,LTD. 

（現　VieTry CO.,LTD.）

General Director（現任）

（重要な兼職の状況）

VieTry CO.,LTD.　General Director

14,400株
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候補者
番　号

ふ り が な

氏　　　　　名
（生 年 月 日）

略歴、当社における地位及び担当
（重 要 な 兼 職 の 状 況）

所 有 す る
当社の株式数

４

し ん ま も る

進 護
(1958年３月29日)

1980年４月　三菱商事株式会社　入社

1997年４月　インターロック株式会社　出向

経営企画室長

2000年５月　株式会社ミレニアムベンチャー

パートナーズ　出向　パートナ

ー

2001年５月　株式会社イレブン　社外取締役

2007年６月　三菱商事株式会社　金融企画ユ

ニット　シニアマネージャー

2008年10月　株式会社ライフタイムパートナ

ーズ　副社長

2010年５月　株式会社オアシスソリューショ

ン　社外取締役

2010年12月　株式会社シンクロカンパニー　

取締役（現任）

2013年12月　株式会社WIND-SMILE　社外取締

役（現任）

2014年５月　株式会社オアシスソリューショ

ン相談役

2018年１月　当社　社外取締役（現任）

（重要な兼職の状況）

株式会社シンクロカンパニー　取締役

株式会社WIND-SMILE　社外取締役

-株
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候補者
番　号

ふ り が な

氏　　　　　名
（生 年 月 日）

略歴、当社における地位及び担当
（重 要 な 兼 職 の 状 況）

所 有 す る
当社の株式数

５

ま つ お か ゆ う じ

松 岡 雄 司
(1974年４月18日)

2002年５月　株式会社ミップス　入社

2006年５月　当社　入社

2013年10月　CS本部コンテンツ編集部長

2016年４月　コンテンツマーケティング部長

2017年４月　執行役員マーケティングソリュ

ーション本部長

2020年６月　当社取締役（現任）

2020年９月　株式会社ソーシャルスタジオ　

取締役（現任）

2020年10月　株式会社ファングリー　代表取

締役社長（現任）

（重要な兼職の状況）

株式会社ソーシャルスタジオ　取締役

株式会社ファングリー　代表取締役社長

600株

（注）１．各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。

２．進護氏は、社外取締役候補者であります。

３．進護氏を社外取締役候補者とした理由は、三菱商事株式会社での豊富な経験と

高い見識から、公正かつ客観的な立場から経営に関する適切な意見を述べてお

り、社外取締役として適任と判断されたためであります。なお、同氏は、過去

に社外役員となること以外の方法で会社の経営に関与された経験はありません

が、上記の理由により、社外取締役として、その職務を適切に遂行できるもの

と判断しております。

４．進護氏は、現在、当社の社外取締役でありますが、社外取締役としての在任期

間は、本総会終結の時をもって３年５カ月となります。

５．当社は、進護氏との間で会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第

１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損

害賠償責任の限度額は、会社法第425条第１項に定める最低責任限度額としてお

り、進護氏の再任が承認された場合は、同氏との当該契約を継続する予定であ

ります。

６．当社は、進護氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として届け出ており

ます。同氏が再任された場合は、当社は引き続き同氏を独立役員とする予定で

あります。また、進護氏は、東京証券取引所の定めに基づく独立役員の要件を

満たしており、独立役員として届け出る予定であります。

７．代表取締役社長木村裕紀の所有株式数は、同氏が代表取締役を勤める資産管理

会社が保有する株式数も含んでおります。
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第３号議案　会計監査人選任の件

　当社の会計監査人である有限責任 あずさ監査法人は本定時株主総会終結の時

をもって任期満了により退任となりますので、監査役会の決定に基づき、新たに

会計監査人として仁智監査法人を選任することにつきご承認をお願いするもので

あります。

１．仁智監査法人を会計監査人候補者とした理由

　監査役会が仁智監査法人を会計監査人の候補者とした理由は、当社の事業規

模に適した会計監査人としての専門性、独立性、品質管理体制、監査費用等に

ついて他の監査法人と比較検討いたしました結果、仁智監査法人が当社の会計

監査について適正かつ妥当に行えることに加えて、新たな視点での監査が期待

できること等を総合的に勘案し、当社の会計監査人として適任と判断したため

です。

２．会計監査人候補者

名　称 　仁智監査法人

事務所
　東京都中央区日本橋小伝馬町６番11号

　KL日本橋ビル５階

沿　革 　平成24年２月　仁智監査法人設立

概　要

　出資金　　8,000,000円

　構成人数　社員（公認会計士）　　７名

　　　　　　職員（公認会計士）　　27名

　　　　　　その他の職員　　　　　２名

　　　　　　合計　　　　　　　　　36名

以　上
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株 主 総 会 会 場 ご 案 内 図

会場：東京都渋谷区道玄坂二丁目10番７号

新大宗ビル フォーラムエイト　７階　771会議室
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